
民官連携の災害支援に取り組む個人と組織の常設ネットワーク。
2018年7月7日に設立。同年10月常設組織化。参加組織、世
話人組織に加え、評議員として岡山県、岡山市等の自治体や日
赤などの医療機関も加入。事務局：岡山NPOセンター。
参加組織（NPO/NGO,企業、士業等）約200組織。

災害支援ネットワークおかやまとは？
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資料２



評議員

岡山県
（県民生活部県民生活交通課）
岡山市
（市民協働局市民協働企画総務課）
倉敷市
（企画財政局市民活動推進課）
瀬戸内市
（総務部危機管理課）
浅口市
（企画財政部地域創造課）
鏡野町
（くらし安全課）

世話人

社会福祉法人岡山県社会福祉協議会
一般社団法人岡山県社会福祉会
岡山県登録災害ボランティアコーディネーター
生活協同組合おかやまコープ
おかやまバトン
特定非営利活動法人オカヤマビューティサミット
岡山弁護士会
ぞうきんプロジェクト実行委員会
日本赤十字社 岡山県支部
一般社団法人ほっと岡山
「被災家屋」部会世話人
（ファイナンシャルプランナー 佐藤奈名）
「避難所・建設仮設生活支援」部会世話人
（NPO法人災害支援団Gorill 代表 茅野匠）
「物資支援」部会世話人
（一般社団法人おいでんせぇ岡山 理事 逢澤直子）
特定非営利活動法人岡山NPOセンター
（代表理事 石原達也）

災害支援ネットワークおかやま・評議員、世話人



災害支援の変化

内閣府防災「三者連携ネットワークのフロンティア<三者連携をめぐる潮流>」



災害支援の

7つの基礎キーワード



災害支援の基本①三者連携

情報共
有会議

行政

社協
（災害
VC）

NPO
（内外）



災害支援の基本②受援と受援力

3種の受入れがカギ。

1. 個人ボランティア
（一般ボランティア）

2. NPO・NGO・企業等
（専門ボランティア）

3. 寄付・物資支援

被災地

災害
VC

災害
中間
支援

企業個人
NPO
NGO

特に大規模災害では支援が
直後～1か月に集中！
（報道の影響大）



災害支援の基本③災害中間支援組織

受援とコーディネートを核にしながら、

NPO・企業等の民間支援を支えて繋ぐ機能。



災害支援の基本④フェーズ

支援は長期戦。

それぞれの

フェーズに

取りこぼされる人

がでることが…

避難所支援

家屋支援
（災害VC開始） 在宅支援 仮設住宅支援

（引っ越しも）

地域支援



生業
仕事
・田畑の泥かき
・農業支援

・自立化補助金

・再就職支援

・自動車

復興
支援
住宅
・コミュニティ

・慰問
・住環境
・グリーフケ

ア

仮設
住宅
・コミュニティ
・買い物 ・慰問
・住環境

・グリーフケア

避難所
・運営 ・衛生
・介護 ・医療
・清掃 ・物資

・炊き出し ・慰問
・マッサージ
・不動産相談

被災
家屋

・片付け ・泥かき
・清掃 ・消毒

・床はがし
・ブルーシート

・写真洗浄
・美術品修繕

・家電提供

・生活再建
・ローン減免
・法律相談在宅避難者

・把握調査 ・炊き出し ・医療 ・介護 ・車 ・自転車
・買い物 ・物資 ・手続き ・法律相談 ・災害ゴミ
・コミュニティ ・生活再建 ・住環境 ・グリーフケア

要配慮者支援
要介護、医療、障害、認知症、ペット、子ども、
妊婦、学生、外国人、子育て、LGBT etc.

家仕事 生活

災害支援の基本⑤支援の領域

岡山NPOセンター、JVOAD作成



災害支援の基本⑥災害救助法は1947年

3.11から未来の災害復興制度を提案する会がロビイングを継続中



災害支援の基本⑦災害ケースマネジメント

被災者一人一人の状況に合わせた支援を連携で！



平成30年7月豪雨における
災害中間支援の実践



災害時中間支援組織の12の役割

1.情報共有会議

2.支援者のオンラインコミュニティ構築（ニーズ把握とコーディネート）

3.行政制度把握・折衝

4.ボランティアセンターの把握

5.在宅避難者の把握調査

6.避難所の把握調査

7.支援者向け情報発信

8.被災者向け情報発信

9.支援者の拠点コーディネート

10.支援者の資源調達支援（物資など）

11.支援者の資源調達支援（資金提供など）

12.支援者の資源調達支援（資金提供のインフラ支援など）

支援者間の連携・協働

情報の収集・把握

調査と提言

情報の発信

資源の仲介

全国で
初めて
岡山で
整理



①情報共有会議

【県域会議（岡山市内）】
毎週木曜日に7月9日～開催。
＠岡山県総合福祉会館
当初100人規模→50人→30人

【＠くらしき会議】
毎週火曜日に開催。
＠倉敷市災害VC →＠まびシェア
当初40人規模→30人

Facebook
のグループ
へは1,140
人が参加

リアルタイ
ムでの調整
や連絡

②支援者のオンラインコミュニティ構築
（ニーズ把握とコーディネート）

Facebookのグルー
プを活用

グループと
ページの
使い分け



民間だからできる柔軟な支援。
岡山県内外の様々な企業・事業所に様々な物資や技術の提供を依頼。



Facebookのグループと
の連携による

情報共有と支援の連携

2018年12月末までで…
○支援物資数 1611個
○支援金額  2,638,345円
○プロジェクト数 16 ※現在も一部支援募集中



家電提供

コミュニティ
協議会支援

入学品支援
（塾・習い事支援）



今回の豪雨災害支援に特化したクラウドファン
ディングサイト立上げ。地図で支援場所を示し、
可視化する。
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【災害時の連携から発展して】

岡山市×岡山市社協×災害支援ネットワーク（岡山NPOセンター）

の3者でボランティアセンター運営を担う枠組みを提携



災害ケースマネジメントの実践



「被災高齢者等把握事業」で、見えない被災者へ支援をつなぐ

岡山市・在宅避難者の調査
と一次対応

岡山市内には半壊被害が千棟規模であり
ますが、避難所もすべて閉鎖、みなし仮設
にもわずか数件のみ。
つまり、被災を受けられた方の多くの方が
自宅の2階などで自宅避難をされていま
す。こうした自宅避難者（1,800棟）の方
へ訪問による聞き取りを実施し、必要な情
報をお届けし、支援につなぐ。

実施期間
平成30年8月24日（金）から
平成30年10月5日（金）まで

参加人数
（のべ）

451名
（専門家：183名 調査補助
員：49名 スタッフ：219名）

対象世帯
発災直後に岡山市の保健師が
訪問により把握した主に床上
浸水以上の被害を受けた世帯。

⑤在宅避難者の把握調査



調査から一次支援への実施の流れ



一次支援の内容・結果

聞き取りが実施できた（調査済み）世帯のうちの約20％
が発災から2か月が経過した時点でもなんらかの支援を
必要としていたことがわかった。岡山市においては避難所
の入所者やみなし仮設の利用者が少なく、被災者の生活
状況の把握が困難な状況であったが、訪問・聞き取りを実
施することでこれだけのニーズを掘り起こし、支援につな
げられたことには大きな意義があったと思われる。

被災時の生活課題として、「建築・住宅に関する対応」や
「り災証明に関する対応」が比較的多く発生していたこと
がわかる。「建築・住宅に関する対応」の具体的な内容とし
ては、応急修理制度に関する詳細情報の提供や家屋の修
理が遅れている状況に対する不安への対応が多く、発災
から約2か月が経過した時点においても、着工や見積りの
遅れから修繕のめどがたっていない世帯が多かった。

「り災証明に関する対応」としては、り災証明を申請してい
ない世帯への情報提供・申請代行のほか、判定結果への
不満に対する対応（再申請の案内など）が多かった。り災
証明は生活再建に関わる様々な支援を受けるために必要
となるものであるが、こちらも発災から約2か月が経過し
た時点にもかかわらず49件の対応が必要であった。

引継ぎ支援については、全体的に見ると高齢被災者の健
康状態の確認と見守りを目的とした地域包括支援セン
ターへの引継ぎが最も多くなっている。いずれのケースも
継続的な支援が必要になることが予想されるが、安心し
て地域で暮らし続けるためには、支援機関が提供するサー
ビスだけではなく、家族や地域の支え合い活動などの身
近な人々による支援も必要となる。これらを実現するため
には、普段から家族との関係強化や地域の支え合い活動
の促進が重要な取組みであると考える。

N
O. 引継ぎ支援先 引継ぎの対象となる世帯

1 地域包括支援センター
高齢かつ健康状態に不安を抱える世
帯など

2 寄り添いサポートセンター 経済状態に不安を抱える世帯など

3
災害ボランティアセンター、
災害支援ネットワークおかやま

災害ゴミの片づけが完了していない
世帯など

4
保健センター、
こころの健康センター

心の異常やストレスを抱えている場
合など



官民の様々な支援情報をまとめ、QRコード付きカードを配ってお知らせ。
11人のボランティアライターさん（全国）で運営。

被災者向け支援情報まとめサイト「うったて。」

⑧被災者向け情報発信



被災支援に対して必要な専門領域
（災害ケースマネジメントに必要な民間支援）

通常生活への復旧

建替・修繕、生活費、
移動手段、受験など

行政・法的手続き

罹災証明、司法手
続き、ローン、調
停、トラブルなど

心身ケア

感染症、認知症、
障害、外国人、

LGBTQ、保育、
ペットなど

技術系ボランティア、
建築士会、技術士会、
中小企業家同友会、各
種土木、建設会社、大
工、産廃事業者など

弁護士会、
司法書士会、
行政書士会
など

当事者組織、社会福祉
士会、医療ソーシャル
ワーカー協会、介護福
祉専門員協会、動物愛
護・支援NPO、外国人
支援組織 など

外部の力
を借りる
総力戦で

教育NPO、学習塾、
バウチャー発行組織、
福祉輸送、ボラン
ティア輸送、カー
シェア など



被災家屋部会



物資部会



災害の専門性をもち長期的に関わる人材不足

行政・社協支援 補完的支援 個別ニーズ支援

概
要

災害VC、避難所などの
行政や社協が主に運営
する場の強化や補完を
する支援

家屋修繕、炊き出し、物
資、マッサージ＆傾聴、
専門相談など被災者の
復旧や避難所運営等を
補完する支援

託児、障碍者支援、外
国人支援、ペット支援
等、個別の被災者ニー
ズに対応する支援

要
件

★長期的な時間と人員の投
入
★災害支援の専門性・知識
〇運営支援の経験ないしはノ
ウハウ。
〇行政・社協との関係性・コ
ミュニケーション

★短期集中的な人員ないし
は資金の投入（購入費など）
★災害支援用にカスタマイズ
した専門性・知識
〇炊き出し、マッサージには
専門性やノウハウ
〇物流ルート、車両
〇マナー、ニーズ把握

★各分野の専門性や平時
のネットワーク
〇長期的な関り（復興ま
で）
〇支援団体間の連携、情報
共有



参
画
組
織

被災家屋部会

生業仕事部会

避難所部会

在宅避難者部会

世話人会

評議員会

事
務
局

組織図

県、市町村

県社協さん、日赤さ
ん、弁護士会さん等

物資部会



町内会
自主防
災

民間支援→公的援助の隙間を埋める・補完する

社協
による
災害VC

市町村行政
による支援

市町村、災害VC、自主防災との協働

【基本理念】

誰ひとり取り残さない支援

協働
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